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一の研究といえるのは，山本有造『日本植民地経済史研究J (名古屋大学出版会， 1992年) の
第一章「日本における植民地統治思想の展開」であるO山本は，日中戦争後の前期「皇民化」
政策に続くアジア太平洋戦争期の後期「皇民化」政策の時期には，中央(本国=軍部)の主導
性が強まり， I内外地統合」 と植民地の 「内地化J I内地人化」 が追求さ れた と し ， 1942年11月
の「内外地行政一元化」の措置によって「朝鮮総督の『特権』が強く牽制されるとともに，朝
鮮・台湾総督は並列して本国政府の監督・指示に従うことになり，いわば両地の「準内地』化
が一段と進んだJ (57頁) ， I国家総動員体制の進展は， 思わぬ力で 『外地の内地化J ~外地人の
内地人化Jを推し進めた。日本の植民地同化政策は戦争を媒介にして急速にその終着駅に近づ
きつつあったといえる J (58頁) と述べてい る 。 同書は植民地支配全期に わ た っ て 日 本の統治
政策とその前提となるイデオロギーを整理するに当たって，内地延長主義(同化主義)と特別
統治主義という二重性を帯びていた植民地統治がその末期において「同化主義」に一元化した
(61頁) ， と す る と ら えかたを し てお り ， I内外地行政一元化」 も そ の観点か ら取 り 上げ ら れて
いる。













































「総督ハ天皇ニ直隷シJ I諸般ノ 政務 ヲ統轄 シ内閣総理大臣 ヲ経テ上奏 ヲ 為シ及裁可 ヲ受 ク 」 と
して，台湾総督とは異なる特別の地位を有することを規定した。この規定は，朝鮮総督に対す
る中央政府の監督権を否定したものとはいえないにせよ，それを極めて制限的に解釈する根拠


























(2) 大東亜省設置 と 内外地行政一元化







1938年に設置さ れた興亜院は中国にお け る 占領地の政治 ・ 経済 ・ 文化な どに関す る業務を担
当する中央機関であったが，実際には軍特務機関が従来どおり占領地業務を行なったため，行




アジア太平洋戦争開始直後の1942年 2月，興亜院で機構改革案の作成が始まり， 3 月10 日 に
は興亜院・企画院・陸海軍省の 4者が諒解した「最終的案」が作成された。この「大東亜建設




各省ニ夫々之ヲ移管スルモノトスJ I南洋庁ニ関ス ル事務ハ之 ヲ 外政省ニ移管ス ルモ ノ ト ス J12)
として，拓務省の解体，同省管理局の内務省への移管を打ち出した。ただし拓務省朝鮮部をど
のように扱うかは明記されていない。









太に関する行政を「内地に準じて取扱う」とするものであった 13)0 3 月 の案 と ほぼ同 じ で あ る
が，朝鮮などに関する行政を「内地に準じて取扱う」とした点が重要である o 3 月 案で は移管
先の明確でなかった朝鮮に関する事務を内務省に移すことを前提としていたようであるO











1942年8 月29 日 ， 東条英機首相は東郷茂徳外相に 「大東亜省設置案」 を示 し ， 9 月1 日 の閣
議でこれを討議した。東郷は強く反対し，辞任するにいたったが，東条が外相を兼任すること
として，同日大東亜省設置案を閣議決定した。閣議で決定された「大東亜省設置ニ関スル件」






































































占領地に派遣するために行政機構簡素化が実施されることになり， 1942年7 月28 日 に中央官庁
における機構改革・人員削減の措置が決定していたが，翌8月には外地官庁の機構改革が検討
されつつあった。 8月 19日，朝鮮総督府政務総監田中武雄が東京に到着して，拓務省など関係
当局と折衝を開始した 17)0 21 日 に は行政簡素化の骨子が決 ま っ た が， 田中が朝鮮に戻 ろ う と
する間際に内外地行政一元化の問題が持ち上がり，田中はそのまま 9月 17日まで東京にとどま
ることになった 18)。



















































り， I恩威誼ニ行 フ ヲ 要ス ル異民族ノ 統治ハ到底其ノ 全キ ヲ 得ル能ハザルナ リ 」 と述べてい る O
そしてさらにこの文書は，機構改革において留意すべき点として「内外地行政ノ統一ナル字句
ガ荷モ外地異民族ノ権利主張ヲ認メタルモノナルガ如キ印象ヲ与フルコトナキ様措置スベキコ











とは「有効且緊要」であるばかりでなく， I飛躍的発展ノ 途上ニ ア ル帝国 ノ 一部 ト シ テ ノ 台湾
ヲシテ失望セシメザ、ル方途」でもあるので，次のような措置が必要であるとする。(1)台湾総
督が南洋において施設してきた事項については今後大東亜大臣の監督・指示を受けるものとす
ること， (2) (略 J， (3) 大東亜連絡委員会に台湾総督府か ら の委員を参加さ せて， 大東亜省と台


















1942年9 月11 日 の閣議は， I大東亜省官制要綱」 と と も に 「内外地行政ノ 一元化ニ関ス ル件」
その他8件を決定し，拓務省を廃止すること，朝鮮・台湾の行政事務を内務省に移管すること，
また樺太については昭和18年度 (1943年 4 月 1日)から内地に編入することとした。
この閣議決定に際しては，原案が一部修正されたことを確認することができるO
国立公文書館所蔵の『公文類衆』第66編昭和17年巻 6 (官職門二，官制二，内閣二)に収録









































































































対する支配であることを繰り返し強調した上で， I内外地一体揮然 ト シ テ大東亜共栄圏内 ノ 中
核ヲ為ス」には，官制の改正などより徴兵制度・義務教育・参政権の一部付与のような「具体
的ナル行政問題」を優先させねばならない，と主張している。南のあげる 2つの理由はいずれ
も， I異民族相手 ノ 特殊事情」 と い う 点に帰着す る と いえ よ う 。 こ の よ う な南の反対意見に対





1942年11月1 日 ， I行政簡素化及内外地行政一元化ノ 実施ノ 為ニ ス ル内務省官制中改正 ノ 件」
「内務省連絡委員会設置制J I朝鮮総督及台湾総督ノ 監督等ニ関ス ル件J な どが勅令で定め ら れ
た 27)。この日をもって拓務省は廃止され，大東亜省設置，内務省管理局新設がなされた。改
正された内務省官制は， I内務大臣ハ朝鮮総督府， 台湾総督府及樺太庁ニ関ス ル事務 ヲ 統理ス J
(第 1条)と定めているOこれは従来の拓務省官制で「拓務大臣ハ朝鮮総督府，台湾総督府，
樺太庁及南洋庁ニ関スル事務ヲ統理スJ (第 1条)とされていたのをそのまま引き継いだもの






























持シツツ，内外地行政ノ一元化ヲ図ツタノデアリマス」として， r外地行政 ノ 特質」 を認め る


























































(3) 内務省 と朝鮮総督府 ・ 台湾総督府 と の関係




















これまでと「格別変った意味はないJ I何 ら の変更を加へ ら れた も ので も な い 」 と し て一元
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の各省大臣の監督も， I戦時下当然の必要に よ り 従来実際に行はれつつ あ っ た行政上の慣習が













年11月 号 と 12月号に連載さ れた杉野正 「内外地行政機構改革の意義」 も ， 朝鮮総督に対す る 内
務大臣の一般的監督権が認められなかったことを強調して， I朝鮮に付いて は行政一元化の意
義は極めて之しいJ， I宮中席次高 き親任の総督」 が率い る 「総督府が一地方庁と な る が如 き は






9 月28 日 ， 東京か ら台北に帰任 し た総務長官斎藤樹は次の よ う に述べてい る O
総督行政の監督を内務省が行掌するのみならず広、要な範囲に於て各省大臣が監督且つ命令
を発し得る方途が設けられることは明らかに内外地行政の一体性の実を挙げる為の総督行


















































10 日付で通牒を出 し て ， I爾今貴庁 ヨ リ 内閣， 宮内省， 各省及会計検査院ニ対 シ交渉 ヲ 要 ス ル

















































































を安定させるためには「総督ノ絶対無二ノ権力J I統治者 ト シ テ最高 ノ 権威」 が今 も な お必要
不可欠であるとするのが，中央政府・植民地支配機構の双方に共通する見方であった。
結局のところ，内外地行政一元化は，冒頭で述べた「外地の内地化」の 3つのレベルに沿っ










1) r第86回帝国議会衆議院議事速記録』 第15号附録， 1945 年3 月27 日 。
2) 内外地行政一元化が実施さ れた当時の論文 と して， 以下の も のがあ る 。
山崎丹照「所謂内外地行政一元化の問題 J r警察研究』 第13巻第10号， 1942年10月 。
同「朝鮮総督の地位 J r警察研究』 第14巻第1号， 1943 年1 月 。
同『外地統治機構の研究』高山書院， 1943 年。
磯崎辰五郎「政府と朝鮮総督及び台湾総督 J r公法雑誌」 第 9 巻第 4 号， 1943 年4 月 。
松岡修太郎「行政簡素化と朝鮮行政機構 J r朝鮮行政』 第21巻第12号， 1942 年12 月 。
杉野正「内外地行政機構改革の意義 J (一) (二) r朝鮮行政』 第21巻第11 号 ・ 第12号， 1942 年11 月 ・
12 月 。
3) ち な み に， 朝鮮併合初期寺内正毅総督の時期の 「武断政治」 の特徴につ いて， 小林英夫は ， I 日 本
国内とは異なり在朝日本人，外国人を朝鮮人と『平等』に扱い，共通の法体系の下で規制した点に
ある」とし， I寺内の 『植民地専制主義』 の根底にあ っ た政策的目標は， c中略〕 朝鮮で経済活動を
する日本人，外国人を朝鮮人に『平準』化して統制する『朝鮮化」を推進することであった J (同






4) 山崎丹照， 前掲 『外地統治機構の研究J 16 頁。
5) 外務省条約局編 「外地法制誌』 第2 巻， 1957 年 (復刻版， 文生書院， 1990 年) 36-42 頁。 法律第3 号
施行後，内地法の施行が増え，律令制定は逆に減少した。 1年間の平均件数で 1906年までは律令制
定12 . 3件，法律施行 4件， 1906 年か ら1921 年ま では律令制定4.4 件， 法律施行2 件だ っ た のが，
1921 年か ら1945 年ま での期間に は律令制定2.8 件， 法律施行8 件と な り ， 内地法本位がかな り の
程度進展したことを示している。同前， 81 頁。
6) 同前， 第2 巻， 131-132 頁。
7) 拓務省設置の経緯につ いては， 山崎前掲書， 24-40 頁。 山崎は拓務大臣の監督権につ い て 「何等帰
しーたる解釈なしとし、ふのが其の実際であった」とする(同前， 39 頁) 一方で， I朝鮮総督は ， 従
来拓務大臣の監督を承けなかったものと解せざるを得なしリ(山崎，前掲「朝鮮総督の地位 J 81 頁)
とも述べている。
8) I拓務省廃止拓務院設置案J r昭和財政史資料』 第1号第11 2冊 「行政整理 (三)J (マイクロフィルム・
リール番号 49)。この大蔵省案がどの程度の範囲で議論されたかは明らかでない。なお，この資料
は平井贋一氏より提供を受けた。




10) 以下， 大東亜省設置問題につ いては， 外務省百年史編纂委員会編 『外務省の百年J C下) 原書房，
1969年， 684-757頁に よ る 。
11) 拓務省の組織は， 1939年時点で大臣官房の ほか， 朝鮮部， 管理局 (台湾総督府 ・ 樺太庁 ・ 南洋庁に
関する事務など)，殖産局(朝鮮以外の外地の産業・交通などに関する事務，東洋拓殖株式会社・
台湾拓殖株式会社・南洋拓殖株式会社の監督事務)，拓務局(移植民および海外拓殖事業に関する
事務)の 1部 3局からなり，臨時の部局として拓殖調査部(1939年 7月設置)があった(拓務省
『拓務要覧」昭和14年版， 1940年， 7-9頁) 0 1940年11月 に拓務局が満洲を主た る担当地域 と す る拓
北局とその他の地域を担当する拓南局とに分離され， 1 部4 局と な っ た (1940年11月12 日 勅令第760
号「拓務省官制中改正」政府『官報』第4157号， 1940年11月13 日 ) 。




16) I第79 回帝国議会説明資料」 審議室作成分 (復刻版 『朝鮮総督府 帝国議会説明資料』 第7 巻， 不
二出版， 1994 年， 35-36 頁。
17) r大阪毎 日新聞 朝鮮版J 1942 年8 月20 日 。
18) r大阪毎 日新聞 朝鮮版J 1942 年9 月20 日 の記事は次の よ う に伝えてい る 。 「滞京五， 六 日 で帰る つ
もりだったのが間際になって大東亜省の問題が勃発したため約一ヶ月も延びてしまった」。
19) r大阪毎 日新聞 朝鮮版J 1942 年9 月20 日 。
20) 同前。
21) 台湾経済年報刊行会編 『台湾経済年報』 昭和18 年版， 国際 日本協会 (東京) ， 1943 年， 55-57 頁。
22) r台湾 日 日新報J 1942 年11 月26 日 。
23) 国立国会図書館憲政資料室所蔵佐藤達夫文書1696- 行2 I大東亜省， 内外地一元化」 に含 ま れ る 。
作成者名，日付が記されていないが，台湾総督府作成の文書であることは， I台湾総督府 ノ 希望事
項」と書かれていることから明らかであり，内容から見て 9月 11日の閣議決定後に書かれたものと
推定される。
24) r台湾 日 日新報J 1942 年9 月29 日 。
25) 明治29 年勅令第86 号およ び明治30 年勅令第9 号 (前掲 「拓務要覧J 6 頁， 前掲 「外地法制誌J 第2
巻附録 209頁， 211 頁) 。
26) 以上は ， 国立公文書館所蔵 『枢密院会議筆記J 1942 年10 月28 日 「行政簡素化実施 ノ 為ニ ス ル内閣所
属部局及職員官制改正ノ件，他二九件 Jによる。この案件に関する審査委員会の記録は欠落してい
るので，委員会での議論は本会議における審査委員長報告によって知りうるだけである。
27) 条文は， 前掲 『外地法制誌J 第2 巻， 226-227 頁。
28) な お， 内外地行政一元化の措置に と も な う 中央行政機構側の変化と して拓務省朝鮮部の廃止をあ げ
ることができる。朝鮮部は，内外地行政一元化が決まる前に，行政簡素化の一環として廃止される
ことになっていた。 1942年 8月 6日の閣議に提出するために拓務省が作成した「拓務省官制中改正










29) いずれ も ， 国立国会図書館憲政資料室所蔵佐藤達夫文書1692 行2 I大東亜省 ・ 内外地一元化」 の






られている「内外地行政一元化一問一答J (1 7 . 10 . 5法制局)が，拓務省答弁資料作成時にはまだ
執筆中だった法制局担当分と見られるので，法制局答弁資料も「大東亜省設置，行政簡素化及内外
地行政ノ一元化ニ関スル件枢密院答弁資料」の一部ということになるが，便宜上別の文書として扱
うことにするO佐藤のファイルには「内外地行政一元化一問一答(改訂新稿) (17.10.5 入) J と
題された文書も見られる。当時法制局第三部長を務めていた入江俊郎が作成した草案と思われるが，
法制局の公式見解を示した上記の文書と同文である。なお，改訂される前の文書は見当たらなし \0
30) 山崎丹照， 前掲 「朝鮮総督の地位」 も 同様の解釈を示 してい る 。 な お， 佐藤達夫の フ ァ イ ルに は，




ることになったからといって， I天皇ニ直隷ス ル最高 ノ 行政官庁 タ ル地位」 に は何の変化 も な い 。
しかし憲法上天皇輔弼の責任があり最高の行政官庁の地位を持つ各省大臣と朝鮮総督とではその地




ことができるとする主張が現われたこと自体， I外地の内地化」 気運を示す も のであ ろ う 。 山崎は
雑誌に発表した論文(前掲「朝鮮総督の地位 J)でも同じ趣旨のことを論じているが，そこでは総
督の地位は「官制の定め方」によって変更し得るものとして，文言を柔らかくしている O
31) 大震会内務省史編集委員会編 「内務省史』 第4 巻， 大霞会， 1971 年， 528-529 頁。
32) r大阪毎日新聞 朝鮮版j 1942 年9 月19 日 。
33) r大阪毎日新聞 朝鮮版j 1942 年9 月13 日 。
34) r朝鮮総督府官報」 第4724号， 1942 年10 月28 日 。 翌1943 年4 月6 日 の道知事会議にお け る総督訓示，
政務総監訓示も一元化には触れていない。同前，第 4852号， 1943 年4 月7 日 。 ま た ， 戦後に書かれ





雄「小磯総督時代の統治概観」財団法人友邦協会「朝鮮近代史料研究集成」第 3号， 1960 年) 。
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35) r台湾 日 日新報J 1942 年9 月29 日 。
36) r台湾 日 日新報J 1942 年11 月26 日 。
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